




　2019 年から３年間、青森市内の中学生を対象とした 「防災教育プログラム」の集大成とし

て、実践プログラム内容が目的に対してどのような意識変容や行動変容につながっているかを

調査・分析し、「ジェンダー視点を取り入れた防災教育」の成果を可視化し、 全国への波及を

めざして、本調査報告書をとりまとめた。

活動の目的と内容は東日本大震災の教訓を活かして、地域防災力の向上をめざし、

ジェンダー視点を取り入れた防災活動の必要性や女性リーダーの育成が必要と考え､

４つの柱で取り組んだ。
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　「ジェンダー視点を取り入れた防災教育」調査報告書は、次の3つの観点から取組内容を検証

した。
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○高齢者や障害者、 妊産婦、

乳幼児を抱えた人などへの配慮

が必要である（自由記述）
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中学生の「防災教育プログラム」の詳細は、地域みらいねっとホームページ「中学生の防災教育

プログラム事例集」、または右記ＱＲコードからみることができます。
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　「あてはまる」 「まああてはまる」を合わせて見ると、回答の傾向にそれほど男女で違いは見

られないが、図表２ー６の達成度の平均値でみると男性よリも女性が高いことがわかる。

　図表２ー１と図表２ー２については「あてはまる」を積極的に選択した、という意味で「あて

はまる」の回答のみで男女の傾向を見ることにしたい。図表２ー１「本当の災害時をイメージ

して考えることができた」、図表２ー２「地域には要配慮者といわれるいろいろな人がいること

を考えることができた」この２項目では、女性の方が男性に比べて「あてはまる」に回答して

いる率が高い。本プログラムの避難所運営体験は、特に避難所のモデルルームや講話のなかで 

「女性への配慮」や「男女共同参画の視点」といったことが組み込まれている。また、避難所

のモデルルームを設置していることで、女性の方がリアルに気づきや学びを得やすかったこと

が推察される。
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に困難があった。講話でイラストを見せながらその事例を伝え、意識の変化を
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記入

記入

入率

高齢者や障害者、妊産婦、乳幼児を抱えた人などへの配慮が必要である
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23 33
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「多様性配慮の必要性」
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あなたは家の中で、食事のしたくや、そうじ、洗濯のような家事は、誰がやるのが一番
良いと思いますか。一つだけ選んでください。

21



高齢者や障害者、妊産婦、乳幼児を抱えた人などへの配慮が必要である（訓練の中で、
気づいたり、考えたりしたことを具体的に書いてください）［自由記述］　記入率（82.4%）
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　東日本大震災における『避難所の運営状況について』（文部科学省（2012）東日本大震災

における学校等の避難所運営に関する調査報告書）１）によると、発災直後には教職員が運営

を担わざる得なかったことがわかる。そのような観点からも、本事業の防災教育プログラム

では、教員の防災意識や災害時の対応について知識の向上も企図したが、避難所のモデル

ルームの設営や講話をとおして理解につながったと推察される。

　また、教員には、各教科の学習指導要領等に留まらず、既存の教科内容にこだわらない、社

会学や経済学など、社会科学系の知識の重要性と被災を乗り越えていく力の育成の重要性を本

プログラムを通して感じ取って欲しいと考えた。また、「実施しての感想」を質問したとこ

ろ、多くの教員はジェンダー視点を取り入れた防災教育に共感でき必要と記述している。

　その他にも、教員の感想には、講話を減らし体験を増やして欲しいなどのコメントがあった

が、P７～17を見てもわかるように、中学生は防災教育プログラムをとおして教員が感じてい

る以上に社会的な課題も含め、様々なことを習得していることがわかる。今後は、アンケー

ト結果を教員にフィードバックすることで本プログラムと従前の防災教育の違い（特に、被

災したあと、どうそれを乗り越えるかというレジリエンスの力の育成）に気がつく契機とな

ることを期待したい。

　これからの防災教育には、自然現象への対応力と社会の脆弱性の改善が必要である。災害

に対する女性の脆弱性、また世界と国の防災に関する政策におけるジェンダー視点の導入状

況をみれば、防災教育にジェンダーの視点を取り入れることは急務である。
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　今回の調査の結果、生徒が避難所を漠然としたイメージではなく、生活する場として具体的

に想像することができたと推測できる。日常では知ることのなかったジェンダー、また多様性

に対する課題が自分の身近にもあることに気づいた生徒が多かった。このようにジェンダーの

視点は､避難所運営の上での重要な具体的課題であるため、模擬的な場面が参加者の臨場感や

緊張感を助長し、避難所という状況下で課題解決を図る「気づきのツール」ともなっているこ

とがわかる。中学生に対する地域みらいねっとが実施した防災教育プログラムは、ジェンダー

視点の観点からも一定の成果はみられた。

　学校教育では問題が先に与えられ、生徒が答えを出すことを求められることが多い。しかし、

本プログラムでは、体験を通じて生徒自ら問題（社会的課題）を見つける。そして、その見つ

けた問題（社会的課題）に対して「では、どうしたらよいか」を考える。さらに、その答えに

は正解がないことを容認することで、さらに深く追求する力を育むことになっていく。

　防災教育といえば、Ｐ２の「２　学校教育における『防災教育』の現状」で前述したとお

り、避難訓練など被災したときに被害を最小限に食い止める知識を得、規律を体得することに

焦点が置かれがちである。確かに早急に自分の命を守る行動は絶対必要なことではある。し

かしながらこのような遠回りするようなところで人の心は育ち、自分の命も人の命も大切に

できる人間が育つものではないだろうか。

　今後の課題としては、いかにして、ジェンダーの視点を取り入れた防災教育を継続していく

かである。教員のコメントに「上級生や教員・地域の方々のサポートを受けながら、実際に避

難所運営体験を実施したほうが、持続可能な意味のある体験になると思った」という意見が

あった。また、地域みらいねっとだけの取り組みでは限界があるのも確かである。そのよう

な現状からも、『地域の人々』も一緒にがジェンダー視点を取り入れた防災やレジリエンス

などについて学び、取り組めるようになることが必要である。

　中学校は毎年、新しい生徒が入学してくる。学校×地域住民×ジェンダー視点を持った地域

みらいねっとのような団体との連携で“持続可能な社会の創り手”を育成する可能性はみえ

てくると思われる。

　地域みらいねっとが取り組んでいる防災教育は生き方教育でもあると捉えている。学校教育

の限られた時間のなかで、いかにそれを効率よく伝えていくか、常にブラッシュアップが必要

と考える。
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